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０．は じ め に
韓国人留学生が他の学生に比べて短い期間に高いレベルの日本語を習得することに強く印
象づけられた日本語教育関係者は多い。30年近く日本語教育に携わってきた筆者もその一人
である。その理由として日本語と韓国語の言語構造上の「類似性」が指摘されるが, 果たし
てそれが実際の言語学習にどのように有利にはたらくのか, また日本語母語話者が韓国語を
学ぶ時にも同様に有利となるのかに筆者は関心があった。
さらには, 教授法や教材開発の点においても「外国語としての日本語教育（ JSL)」と
「外国語としての韓国語教育（KFL)」は互いに参考となるものがあると考えた筆者は2005
年秋から約９ヶ月間, 韓国ソウル市の延世大学校韓国語教育院（語学堂）で韓国語を学ぶ一
方, 韓国語教育の実情を参与観察した。
延世大は韓国語教育で最も長い歴史をもつ教育機関（1959年創立）だけあり, 近隣の中国,
日本, アジア諸国だけでなく, ロシア, ヨーロッパから1200名もの学生が熱心に韓国語を学
んでいたが, 延世大のみならずソウル大, 梨花女子大, 高麗大, 西江大などでも学生数の増
加と多様化がみられ, 独自の教授法, 教材開発が活発に行われていた。
一方, 国も優秀な教師を養成するための法整備や韓国語を海外に普及するための組織作り
を進め, 関連学会も研究の質の向上を唱え, 学問的アイデンティティーの確立をめざして努
力を行うなど, 急速に発展を遂げていた。
こうした動きは筆者自身も経験した, かつて世界中で学習者が急増した1980年代の日本語
教育を彷彿とさせた。日本は戦前, 戦中期の海外での半ば強制的な日本語教育の歴史をもち,
そのため戦後しばらくは普及活動を「自粛」していた。その後経済成長を遂げるにつれ,
「日本語の普及こそ」が脱政治的かつ平和的な国際貢献の一つの方法だとして積極的に推進
し, 日本が国際社会で新しい地位を築くことに貢献した。日本と同様, 政治的, 軍事的には
決して大国とはいえないが, その経済力と技術力で世界に確たる地位を築いた韓国にとって
も, 自国語を広く普及させることが国力を示す指標であり, 民族の誇りだとして受け止めら
れている。本論考では日本と韓国の自国語普及施策を比較し, その背景にある自国の言語,
文化に対する意識を考察する。
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１．自国語普及をめぐる背景 両国に共通する事情
日本と韓国は上に述べたような点だけでなく, 多くの共通点がある。
① 民族の同質性の高い社会であり, 長い歴史に培われた伝統文化を保持しつつ，近代
化を果たした。
② 言語文化の面では中国という近隣の大国から大きな影響を受けた。現在韓国語はハ
ングル表記が一般的で漢字使用は非常に限定的だが, 漢語由来語彙が非常に多い。日
本語も常用漢字を定めて漢字使用に一定の制限を設けているが, 改まった文体や学術
的な内容を表わす際には, 漢字語彙が増え, 非漢字圏の学習者にとっては習得に多く
の時間がかかる「学習困難言語」と考えられている1)。
③ 母語話者数では日本語は１億2,400万人で世界第９位, 韓国語（朝鮮語も含む）は
6,600万人で第13位と上位に位置づけられるが2), 海外移住者たちの言語コミュニティ
ーを除けば, リンガフランカ（lingua franca：異なる母語話者間の意思伝達に使われ
る共通語）として複数の国家で使用されているわけではない。
④ 一人当たりの GDPが一万ドルを越えた頃（日本は1984年, 韓国は1995年ないし
2000年)3）に国内外での自国語学習者数が急増し, 政府機関および学会, 教育機関等
が対応策を講じたことで, 環境が整備された。
２．自国語普及に対する「アンビバレント (ambivalent) な」想い 日本の場合
いくつかの共通点がみられる日本と韓国であるが, 自国語普及にかける「想い」には大き
な違いが認められる。自国語普及が国家の威信を高め, 民族の歴史や文化に対する誇りにつ
ながるという点では, 欧米の先進諸国も日韓両国も変わらないであろう。しかし, 日本は第
二次世界大戦での敗北とその後の連合国による占領により, かつての「日本語・日本文化の
優位性」を掲げて海外に進出した記憶が「トラウマ」となって, 戦後半世紀を過ぎた現在で
も影を落としている4)。
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1）アメリカ国務省の FSI (The Foreign Service Institute) は英語を母語とする学習者にとっての困難
度（一般的な仕事で使える程度の「話し」｢読み」のレベルに到達するのに必要な時間数）によって
外国語を３つのカテゴリーに分けている｡「カテゴリーⅠ」には「英語に近い」フランス語, ドイツ
語, スペイン語などの10のヨーロッパ言語があり, 習得には23－24週間, 約600時間が必要とされる｡
「カテゴリーⅡ」には「英語と言語的にも文化的にも大きく異なる」ギリシャ語, ヒンディー語, ロ
シア語, タイ語, ベトナム語などの45の言語があり, 44週間, 1100時間が必要とされる｡「カテゴリ
ーⅢ」の「英語母語話者には非常にむずかしい」５つの言語は日本語, 韓国語, 広東語, 北京語, ア
ラビア語で, 習得には88週間, 2,200時間が必要で, その上学習の二年目にはその言語が話されてい
る国で学ぶ必要があると記されている。さらに日本語には「カテゴリーⅢの言語の中でも特に習得が
むずかしい」という注がつけられている。
2）Crystal, David, The Cambridge Encyclopedia of Language, Oxford University Press, 1992による。
（2006）ではこのデータが採用されている。一方, 閔賢植（2007）では順位は13位と変わらないが
韓国語話者数を「南韓5,000万, 北韓2,300万, 海外660万, 全部で8,000万」としている。
3）IMF, World Economic Outlook Database <http: //www.imf.org /> より 韓国については1995年に一
旦１万ドルを越えたが, 1998年に7,400ドルに減少し, 2000年に再度１万ドルを越えた。
1868年の明治維新により近代化に踏み出した日本は, 1894年の日清戦争の勝利により台湾
を最初の植民地とし, 現地の統治政策の中心に「日本語（国語）教育｣5）を位置づけた。そ
の後朝鮮半島および旧満州, 中国, 東南アジア, さらには太平洋地域にいたる広大な「大東
亜」における共通語たらんとして, 大量の日本人教師を派遣し, 教材や教授法を開発するな
ど, 政府, 軍部, 学会を挙げて「日本語普及」に励んだのである6)。大東亜省が設置された
1942年には「大東亜共栄圏ニ日本語ヲ普及セシメル方法ニツイテ」(カナモジカイ),「大東
亜建設に際し国語政策の確立につき建議」(国語協会）など当時の国語学, 言語学会からの
意見が出され,『大東亜共栄圏と国語政策』(保科孝一),『日本語の世界的進出』(松宮一也）
などの著名な研究者の著作も数多く出版されるなど, 当時の勢いを伺うことができる7)。
敗戦後しばらくは戦前のイメージを払拭するためにも日本語教育, 普及活動はほとんど行
われなかったが, 1954年アジアからの国費留学生の受入れを契機に国内での日本語教育が再
開されたが, 日本語普及に関する当時の関係者の考えは戦前と大きく変化している。1962年
に創立された「外国人のための日本語教育学会」(1977年に「財団法人日本語教育学会｣）の
機関紙の創刊号の巻頭に, 理事の釘本久春は「日本語を世界各国の人々に教えるという, 地
・
味ではあるが重要な仕事の意味と価値とを, 少数の有識者以外はまだ見落としている日本の
・・・・・・・・・・・
社会一般に, この機関紙の果たすべき社会的役割」(傍点筆者）は大きいと述べている8)。戦
中, 戦後を通して日本語（｢国語｣）学界に身を置き, 文部官僚でもあった釘本の言葉はかつ
ての旧植民地および占領地域での「日本語教育」は存在しなかったのごとく,「控えめな」
意気込みを表明するに止まっている。
高度経済成長期の1972年１月, 当時の福田赳夫外相（後に首相）は第68国会の開会冒頭で
「わが国の対外活動が経済利益の追求に偏るとの批判や, 日本軍国主義の復活を懸念する声
すら聞こえる。これに対し平和国家, 文化国家を志向するわが国の正しい姿を海外に伝え,
誤った認識の是正に努めることは, わが外交にとって急務」であり,「独特の文化的伝統と
・・・・・・・・・
言語の障害のため，外国との意思疎通が困難な」(傍点筆者）日本は,「諸国民との間に心と
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
心が触れ合う相互理解の増進に努めることこそ, わが外交に課せられた大きな課題の一つ」
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4）徳川（1996）は国語学および日本語学関係者や文部行政にたずさわってきた者が，戦前に何千万人
もの人に日本語を強要した歴史をまるで忘却したかのごとく, 教育漢字数や送り仮名などの表記の問
題, 敬語使用などについてばかり専心することに警鐘を鳴らしている。
5）台湾や朝鮮半島などの漢字文化圏では日本国内と同じ「国語」教材を導入した例が多い。一方, 言
語的にも文化的にも違いの大きい他のアジアの国々では, 文法や表記に配慮した「日本語」教材が使
われた。関係者にとっては, これがいわゆる「外国人のための日本語教育」との出会いとなったので
ある。詳しくはイ（1996), 小森（2000）などを参照。
6）1940年に政府は外国人向け日本語教育の方法の一元化をめざして, 日本語教育専門家からなる「日
本語教育振興会」を設立, 翌1941年に文部省の認可を受けた法人に格上げして文部省内に事務局を設
けている。同振興会は日本語教育のための調査研究を行い, 教師養成も行った｡「同振興会に参加し
た人材とその開発教材や研究成果は, 戦後日本語教育の発展の土台となったと考えられている」と国
際交流基金（1990）は記している。p. 9
7）安田敏朗（1999）の巻末年表参照。
8）釘本久春（1962）p. 2
であるとして, 文化交流のための専門機関の創設を強く訴えた9)。
これにより設立されることとなった国際交流基金の設立準備段階においても活発な議論が
交わされたが, その多くは日本の文化交流は「控えめ」で「相互理解」を目指すべきだとい
う意見であった。基金設立が「経済侵略の汚名挽回（ママ）のために日本文化のセールス」
と見られないよう「あまり日本文化, 日本文化と言わぬ方がよい｣10),「伝統文化の紹介のみ
に重点を置くことを避け, 人文, 社会科学, 科学技術等の分野における交流を強力に推進す
べき｣11),「わが国で行われている日本語教育は, 資料が貧弱で機械化も十分でなく, 基礎的
なものが整っていないので, アメリカでの日本研究資料や日本語教授法を参考として検討
し直すべき｣12) といった勧告がなされた。
1975年には約７万8,000人であった海外の日本語学習者数はその後増加を続け, 1982年に
は40万人, 1984年に58万人, 1988年に73万人, 1990年に98万人, 1993年には一気に162万人
に達し, 最新の調査結果では2003年に236万人と約30年間で30倍に膨らんだ13)。この間の国
際交流基金の日本語普及事業の基本方針は一貫して「日本語教育の現地化」と「現地主導に
よる日本語教育への協力」であった。すなわち「海外における日本語教育は, 現地の国々の
講師が主体となってその国の言語に基づく教材を使って教えることを目標とすべきであり,
基金はそのために必要な諸手段を提供する」という方針の下, 各国の日本語教師養成に協力
する教師派遣, 現地諸機関による日本語教材開発に対する人的および資金援助, 現地講師の
日本での研修のほか, 現地機関が現地人スタッフを雇用する際の給与補助を中心に行った。
日本人講師を派遣した大学でも, 現地人講師に代替できる見通しがついた段階で日本からの
派遣スタッフを削減し, 主導権を現地大学側に移譲する方法が積極的に採られた14)。
1980年代半ばごろに起こった世界的な「日本語ブーム｣15）は,「国際共通語としての日本語」
の可能性を感じさせた。しかしこのブームは日本文化や歴史の優位性と結びついたものでは
なく, 実利的な目的あるいはコミュニケーションの道具としての日本語を学ぶ時代の到来を
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9）国際交流基金（1990）p. 19
10）保守派論客としても著名な作家, 評論家の阿川弘之の発言。国際交流基金（1972）『国際交流基金
設立準備会議議事録』より（国際交流基金 (1990) p. 24から引用）
11）設立準備会議文化領域部会報告（座長：東畑精一 東京大学経済学部教授, 初代アジア経済研究
所長, 戦前は東大で殖民政策講座主任。1968年マグサイサイ賞受賞), 国際交流基金（1990）p. 26か
ら引用
12）同会議日本研究部会報告（座長：大来佐武郎 1979年, 第二次大平内閣で外務大臣), 国際交流
基金（1990）p. 27から引用
13）国際交流基金は数年おきに詳細な世界の日本語教育の現状調査を行っており, 結果は基金のホーム
ページで日本語版と英語版で見ることができる。なお学習者数はなんらかの教育機関に在籍し日本語
を学習している者を対象とし, 数百万人とみられるラジオやテレビなどを通じた自学習者は含まれな
い。<http: //www.jpf.go.jp / j / japan_i / oversea / survey.html>
14）国際交流基金 (1990) pp. 4547.
15）フランスの名門校である東洋語学校日本語学科の300名の学生が，急増する学生数に対し教員が不
足しているとして, 日の丸の描かれた鉢巻をして抗議集会を開いたとの写真入りの記事を始め, 連日
海外での日本語教育の高まりを伝える報道がなされた。(｢パリ学生日本語熱 教授も教室も絶対足
りナーイ！」読売新聞1984年１月27日,「フランスで和風デモ 日本語教育改善せよ」朝日新聞,
同日）
意味し, さらなる国際化に向けて, 海外からも批判された漢字を含む表記16）の簡略化や短期
間で学習できる「簡約日本語｣17）の普及, 日本語の特殊性や規範のあり方などが活発に議論
された｡「より文化的特徴をもたない」日本語,「それを話す外国人それぞれの『別個の文化』
を背負（う)」日本語という視点18）をもつと同時に, 外国人研究者を「仲間」として招き
「日本語教育の国際化」を進めていくべきだ19）として, ブームに「酔いしれる」ことを自ら
禁じているような感さえあった。
３．自国語普及への「ストレート (straight) な」想い 韓国の場合
現代的な意味での外国語としての韓国語教育の開始は1959年の延世大学校の語学堂創立と
される20)。その後1969年にソウル大学校の語学研究所, 1986年のアジア大会, 1988年のソウ
ルオリンピック開催前後に, 高麗大（1986), 梨花女子大（1988）などが続き, 1990年代に
入って西江大 (1990), 韓国外国語大（1992), 慶煕大（1993), 漢陽大, 成均館大, 淑明女
子大（1997), 建国大（1998）と急速に増え, 現在では30余の大学で多様な韓国語プログラ
ムが行われている。
1950, 60年代は宣教師, 外交官, 外国企業人, 交換留学生が主たる学習者で, 1961年には
韓国の教育機関による初めての教科書が出版された。(延世大韓国語学堂『 』）
1970, 80年代の高度経済成長期には韓国学を専攻する留学生だけでなく, 事業家, ビジネス
マン, 言論人など多様な日本人学習者が増えた。1988年のソウルオリンピックを契機に韓国
に対する関心が高まり, 伝統文化に関心をもつ若者世代を中心に学習者が増加し, この時期
に創設された大学の韓国語教育機関は競って, 学習者のニーズに応えるような教材を開発し
た21)。
1989年のベルリンの壁崩壊に続く旧ソ連, 東欧共産圏の開放, モンゴル, ロシア（1990年,
中国（1992年）との国交正常化により, それらの地域に住んでいた朝鮮族, 高麗人を始め,
様々な地域からの留学生や研修生, 労働者が韓国に来るようになった。さらに, 2002年のサ
ッカーの日韓Ｗ杯共同開催と「韓流ブーム」により, 学習者数は爆発的に増加した。
こうした状況に応えるために, 韓国では1985年創立の国際韓国語学会や大学などの教育機
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16）サミュエルＥ.マーティン (1985)
17）｢簡約日本語」を推進した野元菊雄は1979年に「『簡約日本語』のすすめ 日本語が世界語になる
ために」(『言語』vol. 8, no. 3）を発表していたが, 是非をめぐっての一大論争となったのは1988年
の新聞報道が契機となった。(｢外国人のため簡約日本語“発明”します」朝日新聞1988年２月26日）
野元が国の日本語研究の中核機関である文化庁国立国語研究所長であったことも, 注目を浴びる要因
となった。ちなみに野元は後に, 外国人のための日本語教育を専門とする日本語教育学会の会長も務
めた。
18）西江雅之（早稲田大学, 文化人類学・言語学）の座談会「日本語の国際化をめぐって」における発
言（『国際交流』vol. 45, 1987年）
19）アントニオ・アルフォンソ（国立オーストラリア大学, 日本語教育）の日本未来学会主催シンポジ
ウム「日本語は国際語になるか」での発言。日本未来学会（1989）より引用
20）	 (2005) p. 166および閔賢植（2007）p. 95など参照。
21）
 (2004) pp. 710
関, 政府関係部署を中心に, 韓国語教師養成課程の充実, 韓国語能力試験や教師資格試験な
どが開発された。中でも韓国語普及のための動きはめまぐるしく, 日本の国際交流基金（英
文名 The Japan Foundation）に相当する海外との文化学術交流を担う韓国国際交流財団（同
Korea Foundation）が1991年に設立された。その後，1998年の経済危機を克服したことへの
自信に裏付けされ, 韓国語世界化推進委員会の活動が開始され, さらには2001年に韓国語世
界化財団が設立された。世界化財団は2001年から世界を10の地域に分け, 当該地域の韓国語
教育の拠点となる大学などの教育機関を選び, 韓国語普及のための「韓国語単位基地」の開
発に着手した22)。また2005年には韓国政府は「国語基本法」を公布し, 韓国語（国語）普及
への取り組みを明文化した。
韓国語普及に関して「世界化」という表現が多くみられるが, その意味するところ及び目
的についてソン・グァンス（）(1996）は「世界における自国への関心と自国商品の
価値は比例する関係にあるため, 多くの国は自国文化の普及に力を入れている。韓国も国際
舞台で関心を呼べるものは何かと考えるなら, 最も韓国固有のものである言語, 文化の世界
化の可能性を考えるべきだ」と主張する。そして「貿易を通した経済的国益のみが国益だと
する近視眼的判断」にとらわれる限り,「競争に血眼になっている他の文化大国との競争に
勝つことはできないし, 先進国の仲間入りを果たすことはできない」と訴える23)。またパク
・チャンウォン（）(2006) は「韓国語の世界化は我々の民族の生存と繁栄のための
手段であり, 韓国が先進国の仲間入りをするか, 超大国になることで可能になる」と述べる。
すなわち「安定した政治と強い経済力だけでなく, 他の国が見習うべき文化をもち, 人文社
会および科学の分野で優れた専門知識が韓国語で書かれていることが世界の人々が韓国語を
学ぶ動機となるのだ」という24)。
また非韓国語母語話者に対して示すことができる韓国語がもつ精神文化史的背景として,
閔 (2007) は次の５点を挙げる25)。長い歴史と文化をもつ民族である, 仏教, 儒教, キ
リスト教文化を受け入れ, 宗教間の争いがない, 他国を侵略した経験をもたない平和国家
であり, 後進国に友好的である, 途上国の範となる経済成長と近代化の実績をもつ, 植
民地, 南北分断, 軍事政権時代を経て, 民主化を短期間で達成した。
こうした意見に共通しているのは, 困難な状況を乗り越えて経済成長を達成するとともに,
伝統文化を精神的支柱として保持し続け, さらなる向上を目指して突き進もうとする自国の
姿に対する「ストレート」な自負であり意志である。これは過去の自国語普及の歴史を超克
することから戦後の交流活動を始めなければならなかった日本の立場と大きく異なる点であ
る。
このまっすぐな強い想いは韓国語普及の対象として最大かつ最重要である海外同胞への施
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22）	 (2004) p. 26
23） (1996) p. 159
24） (2006) pp. 332335
25）閔賢植（2007）p. 96
策にも見られる。2006年現在把握されている韓国語学習者数（44万7,624名）のうち在外同
胞は38万1,084名で全体の85.1％を占め, 外国人は６万6,540名で14.9％（韓国内9,100名, 海
外５万7,440名）とある26)。移民人口でみれば韓国は世界第４位とされ, 2005年現在,「外国
籍韓国人（＝外国籍僑胞)」と「韓国籍在外韓国人（＝在外国民)」を合わせて約660万人が
175ヶ国に居住する。閔 (2007) はこの広範囲の分布を「苦難史の結果」であり, パレスチ
ナの地から追放され離散したユダヤ人になぞらえて「韓国人ディアスポラ（diaspora)」と呼
んで, その苦節への共感を示している27)。
1977年の在外国民の教育に関する規定により, 移住先で韓国語を学ぶことができるハング
ル学校などが一気に増加した28）が, これ以前の韓国政府にとっては国内問題解決のための移
住者の送り出しが重要であり, また移住者自身も現地での適応に必死であり, 民族文化や言
語の保持は最優先課題ではなかった。しかし1980年代以後, 韓国の経済成長とともに在外同
胞の母国への関心も高まり, 韓国政府による在外韓国語教育機関への支援や移住者が母国
（韓国）で修学する際の便宜を図る施策が次々と出された。1981年設立の二重言語学会の学
会誌（1983年創刊）でも, 80, 90年代の論文には「海外在住の同胞のための二重言語教育」
を扱うものが最も多く29), 現地語と韓国語のバイリンガル（二言語使用）ないしは「第二言
語（二重言語)30）としての韓国語教育（KSL)」の視点から研究がなされていたことが分かる。
こうした配慮は移住開始後一世紀を過ぎ, 南北アメリカ大陸を中心に現在260万人とされる
日系人が自力で日本語を次世代に伝える努力をしたのに対し, 日本からの積極的な支援がほ
とんどなされなかったことと対照的である31)。
しかしながら1977年の規定も, その後の在外同胞への「国語」普及のためのカリキュラム
および教材開発と専門家養成に対する政府の支援を明文化した2005年の国語基本法も,「大
韓民国の教育を在外国民に適用する」という考えを基本としており, 第二言語または外国語
の一つとして韓国語を学ぼうとする二世たちが増えている現実との間に齟齬をきたし始めて
いる。210万人を越える最大の在外同胞が居住するアメリカ合衆国32）では主流文化と主流言
語である英語を習得し, アメリカ人として生きることを是とする同化主義が徹底しているが,
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26）これは推定値であり, 海外の私設学院などの非公式の韓国語教育機関を含めば50万人を超えるだろ
うとある。 (2006) p. 227
27）閔 (2007) p. 97
28）アメリカ合衆国ではこの法令制定前には一桁しかなかったハングル学校が制定後数年間で三桁に増
えたとある。（2004）p. 207
29）（2004）pp. 211212
30）閔 (2007) p. 96は在外韓国人の二世の場合, 親が家庭内で韓国語を使用する環境であれば先に韓
国語に触れるために韓国語は第一言語となり, 幼児期に学校教育を現地語で受けた場合はその言語が
第一言語となり, 韓国語は第二言語となるとする｡「二重言語」の意味はこれ以上の説明はなされて
いないが, 現地語と韓国語の能力, 習得の順番, 使用領域, 言語への姿勢などの違いを含んだ「全般
的な二言語使用の状況」と理解するのが適切ではないかと筆者は考える。
31）ブラジルやボリビアにはドイツ系, ユダヤ系などの移民子弟が父祖の出身国の言語を学ぶための政
府公認校があり, 本国からは教師派遣, 教材送付, 運営費補助などが行われていた。シーディーアイ
（1985）pp. 229253.
32）	
（2004）p. 563
一方で完全な同化がむずかしく, 民族のルーツに精神的な支えを求める場合も多い。ここで
の韓国語の学習は「自分の（あるいは両親の）母国」との紐帯を強化するためではなく, よ
り確たる自己を築いて, 多民族国家アメリカで「アメリカ人として」生きていく足場をつく
るためのものとしてある33)。アメリカだけでなく他の地域の在外同胞の韓国語教育について
も, それぞれの地域社会の歴史やそこで生きる同胞たちの学習ニーズに合った韓国語教育,
すなわち「現地化」が求められている34)。在外同胞への韓国語教育については, 本国との関
係は今後どうあるべきかという根本的な理念に立ち戻って検討する時期に来ているともいえ
よう。
４．自国語普及の新しい位相に向かって
世界の中で決して主要な言語ではない日本語と韓国語が数百万人の学習者数をもつまでに
なったことは, 両国の努力の成果といってよい。自らの歴史, 政治, 経済状況の中で, それ
ぞれの自国語普及への想いをもち施策を推進してきたのであるが, これからの進むべき方向
を考えるとき, 両国にはまたいくつかの共通した課題が見えてくる。
一つは国内での普及と関係して, 複数言語社会への可能性をどうとらえるかということで
ある。日本語教育が近年まで対象としてきたのは留学を希望する大学生や, ビジネスなどに
必要とする成人学習者であり, 目的を終えると本国に帰国する人たちであった。会員数
4,000名を超える日本語教育学会35）でも, 研究の前提としたのは母語の習得を終え, 第二言
語あるいは外国語として日本語を学ぶ人たちであった。しかし1990年の出入国管理法改正以
後, 中南米からの日系人労働者や国際結婚により来日する外国人が急増し, 特に母語習得が
終わらない年齢で来日し, 未知の言語環境の中で生活しなければならない子どもたちという
学習集団が生まれたのである。学校現場, 地域コミュニティー, 研究者などが協力して低年
齢用の日本語教材や教授法の開発が急ぎ行われており, 文部科学省もようやく対策を講じ始
めた36)。そうした中「放っておいても日本語はできるようになる」とか「日本語さえ教えれ
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33）海外での同胞向けの韓国語教育機関としては本国の教育カリキュラムが適用され, 正規の教育課
程としても認定される全日制の韓国学校, 主に現地公館を利用し教師や教材, 運営費を韓国が供与
して行われる韓国教育院, 現地在住の同胞がボランティアで教えるいわゆる週末学校または教会学
校とよばれるハングル学校がある。2004年６月現在の在外同胞教育機関調査によれば, 北米には
1,130のハングル学校があり, 65,168名が学んでおり, 韓国学校は該当数がない。これは55のハング
ル学校があり, 2,883名が学ぶほか, ４校の韓国学校があり, 1,725名が学んでいる日本の場合と対称
的である。 (2006), p. 224.
34）在外同胞に対する韓国語教育政策の歴史, その意義の変遷などについては（2004）が詳しい。
35）2001年現在の会員数は4246名（日本国内3,618名, 海外539名)。
36）文部科学省は1991年度より「日本語指導が必要な外国人児童生徒」に関する調査を実施している。
最新の調査（2006年９月１日現在）では, 対象児童（小, 中, 高および盲・聾・養護学校在籍者）は
22,413名で, 前年度比8.3％増で過去最高となっている。母語ではポルトガル語, 中国語, スペイン
語が上位３言語でこの状況は変わっていないが, それ以外にも54の言語を母語とする児童生徒がいる。
<http: //www.mext.go.jp / b_menu /houdou /19 /08 /07062955 /001.htm#a04> こうした児童を対象とす
る「JSLカリキュラム」の開発や指導者研修など, 文部科学省が行っている施策の概要は以下を参照。
<http: //www.mext.go.jp / a_menu /shotou / clarinet /003 /001.htm>
ばよい」という考えから,「日本語学習が母語喪失につながってはならない｣,「母語保持は
日本語習得に貢献する」として子どもたちの母語, 母文化の保持の重要性を認め, それらを
失わせることなく日本社会に組み込んでいこうとする姿勢も育ってきている。
韓国においても1990年代から外国人研修生や労働者が増え, 雇用状況の改善をめざして
2004年に外国人雇用許可制が導入され, 近隣のアジア諸国から労働者が入ってきている。外
国人雇用条件として一定の韓国語能力が求められ, 就業資格のための韓国語能力試験も実施
されているが, 一方でその対象とならない未登録労働者も20数万人を越えるとされる37)。ま
た近年増加している国際結婚により来韓する外国人や将来生まれる次世代の子どもたちも含
めて, 国内の非韓国語母語話者をどのように社会に位置づけていくのかの議論は早晩避けて
通れなくなるだろう。
第二点目は留学生の受入れに関わる問題である。大学や大学院などで学ぶ留学生には「話
す・聞く」だけでなく「読む・書く」を含む高度で総合的な言語能力が必要であるが, 日本
語も韓国語も他の留学生受入れ先進国の言語のように世界的な普及率という点では劣る上に,
習得に要する時間数が多い。日本では約11万7000人の留学生（2006年現在）が学んでいるが,
アジアからの学生が92.7％を占め, 中国, 韓国, 台湾からの学生のみで80.1％となっている。
その一方, ヨーロッパと北米からの学生は両方を合わせても4.6％にしかならない。アメリ
カ合衆国からは1,790人が学ぶが, そのうち交換留学生などを中心とする短期留学生（３ヶ
月から１年間）が1,204人（67％), フランスからは417人中249人（60％), ドイツからは393
人中252人（64％）と大部分を占める。これは中国や韓国からの学生のほとんどが学位課程
に在籍する正規留学生であり, 短期留学生の割合はそれぞれ２％, 9.6％と非常に少ないこ
とと対照的である38)。
韓国でも年々外国人留学生が増え, 2004年度は１万6,832名を数える39）が, 大学で学ぶに
足る十分な韓国語能力がない場合, また習得に多くの時間をかけることを望まない場合, さ
らには入学後に適切な補償プログラムが用意されていない場合などは, 英語で行われる授業
を受講することになり, 卒業に必要な単位を取得できないという指摘がある40)。そのため一
定の韓国語能力を入学の要件にしている大学もあるが, 韓国語学習のむずかしさなどを考え
ると望ましくないという意見もあり, 対応に苦慮している。
日本では欧米や非漢字圏のアジア諸国からの学生を増やすために, 英語による授業を増
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37）（2005）は合法滞留者を約35,000人, 不法滞留者を含むと20万人を越えるとし, 宣元錫
（2005）は登録者, 未登録者を合わせて40万人を超えるとする。外国人労働者中, 最も多いのは韓国
朝鮮系の中国人であることから, 韓国語能力という点では問題が顕在化していないかもしれないが,
それ以外の国々からの労働者については言語と社会適応, および増加する定住化傾向という点で問題
は残る。
38）日本学生支援機構「留学生受入れの概況（平成18年度版)」より。
<http: //www.jasso.go.jp / statistics / intl_student /data06.html>
39）教育人的資源部調べ。2004年４月１日現在。（2006）p. 225より
40）（2005）pp. 174177.
やす, 単位互換制度により短期間在籍する学生を増やす, 読み書き能力のレベルを低く
して, オーラル面を重視した日本語教育を行うなどの工夫がなされているが, グローバル化
時代の留学制度と自国語教育のあり方について日本と韓国の間で問題を共有化し, 対応策に
ついて議論することは十分に可能だと思われる。その際にはヨーロッパ共同体（EU）のエ
ラスムス計画（1987年開始）のように, 多くの言語を含む域内の高等教育機関間の短期留学
や単位互換制度を充実させ, 大きな成果を挙げている例41）なども参考にし, そのアジア版の
構築を将来の目標とするくらいの覚悟があってもよい。
他にも自国語普及にあたり, これまで自明のものとしてきた自国語が含む問題（日本語の
場合は表記や漢字制限について, 韓国語の場合は国語純化や漢語語彙についてなど）の整備
なども共有化しうる課題として考えられる42）が, これらについては稿を改めて検討したい。
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41）域内31カ国, 2199の大学が参加。これまでに120万人が参加し，１億8700万ユーロの経済効果があ
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